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第
２
次
行
財
政
改
革
大
綱

を
策
定
し
ま
し
た

　

市
は
昨
年　

月
、
行
財
政
改
革
審
議
会
の
答
申
や
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
制
度
に

１２

よ
る
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
の
ご
意
見
を
踏
ま
え
、「
第
２
次
高
梁
市
行
財
政
改
革
大

綱
」
と
、
具
体
的
な
取
り
組
み
を
示
し
た
「
実
施
計
画
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

　

今
月
号
で
は
、
第
２
次
行
財
政
改
革
大
綱
の
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。　

　

な
お
、
改
革
の
詳
し
い
内
容
に
つ
い
て
は
、
来
月
以
降
の
広
報
紙
に
随
時
掲
載
し

ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ　

行
財
政
改
革
推
進
本
部
事
務
局
（
総
合
政
策
課
内
�
�
０
２
８
９
）

■
行
財
政
改
革
の
継
続
の

　

必
要
性

　

平
成　

年
度
か
ら
平
成　

年
度

１７

２２

ま
で
を
推
進
期
間
と
し
て
い
た
現

行
の
行
財
政
改
革
大
綱
・
実
施
計
画

に
基
づ
く
取
り
組
み
に
よ
っ
て
、
特

に
財
政
面
に
お
い
て
着
実
な
成
果

を
挙
げ
て
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
現
行
の
大
綱
策
定
時
に

は
予
測
で
き
な
か
っ
た
、
次
の
よ
う

な
社
会
情
勢
の
大
き
な
変
化
に
よ

り
、
市
の
財
政
は
依
然
と
し
て
予
断

を
許
さ
な
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

〈
市
を
取
り
巻
く
状
況
〉

�
国
・
県
の
深
刻
な
財
政
状
況
の

　

波
及

�
世
界
的
な
経
済
の
悪
化
に
伴
う

税
収
の
減
少

�
合
併
特
例
期
間
終
了
に
伴
う
地

方
交
付
税
の
段
階
的
な
削
減

　

こ
う
し
た
社
会
経
済
状
況
の
変

化
等
に
柔
軟
に
対
応
す
る
と
と
も

に
、
将
来
的
な
歳
入
規
模
を
見
据
え

た
コ
ン
パ
ク
ト
な
財
政
基
盤
を
早

期
に
確
立
す
る
た
め
、
行
財
政
改
革

大
綱
を
早
期
に
見
直
し
、
新
た
な
大

綱
を
策
定
し
ま
し
た
。

�

■第２次行財政改革「５つの柱」

①市民との協働による
開かれた市政の推進

市民との相互信頼のもと、
「自助・互助・公助」を基
本とした協働によるまち
づくりを展開します

②時代に即した行政
　運営の推進

市民が現在真に求めてい
るサービスを把握し、時代
に即した行政運営を行い
ます

④組織機構の再編と
　人材育成の推進

効率的な組織機構を構築
するとともに、職員数や給
与の適正化、人材育成の推
進を図ります

⑤持続可能な財政基盤
の確立

将来的な歳入の減少に備
え、徹底した歳出の削減、
事務事業の見直しを行い
ます

③施設管理の見直しと
公有財産の有効活用

施設の管理方法の見直し
や遊休資産等の有効活用
策の検討を行います
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■
基
本
目
標

　

第
２
次
行
財
政
改
革
の
基
本
目

標
を
次
の
と
お
り
と
し
、
改
革
に
取

り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

後
世
に
負
担
を
残
さ
な
い

 

行
財
政
シ
ス
テ
ム
へ
の
転
換

�
社
会
情
勢
の
変
化
に
よ
り
生
じ

た
新
た
な
課
題
を
、
地
域
の
実
情

や
市
民
の
意
見
を
踏
ま
え
て
解

決
し
ま
す
。

�
合
併
特
例
期
間
の
終
了
に
伴
う

地
方
交
付
税
の
段
階
的
な
削
減

等
に
よ
る
歳
入
の
減
少
が
見
込

ま
れ
る
中
で
、
今
年
度
中
に
策
定

を
予
定
し
て
い
る
「
新
総
合
計

画
」
に
掲
げ
る
事
業
を
着
実
に
推

進
し
ま
す
。

�
事
務
事
業
の
効
率
化
や
財
源
・
資

源
の
捻
出
に
資
す
る
取
り
組
み

を
積
極
的
に
推
進
し
ま
す
。

■
推
進
期
間

　

第
２
次
大
綱
の
推
進
期
間
は
、
平

成　

年
度
か
ら
平
成　

年
度
ま
で

２２

２６

の
５
年
間
と
し
ま
す
。

■
実
施
計
画

　

こ
の
大
綱
に
基
づ
き
、
各
推
進
項

目
の
実
施
予
定
年
度
や
数
値
目
標

を
含
め
た
行
財
政
改
革
の
具
体
的

な
取
組
内
容
を
実
施
計
画
で
定
め

て
い
ま
す
。

■
主
な
改
革
内
容

�
施
設
の
統
合
・
休
廃
止
の
検
討

�
定
員
管
理
の
適
正
化
（
平
成　

年
２６

４
月
１
日
ま
で
の
５
年
間
で　
５１

人
減
）

�
簡
素
で
効
率
的
な
組
織
機
構
の
構
築

�
事
業
評
価
シ
ス
テ
ム
の
導
入
検
討

�
遊
休
資
産
の
売
却
、
有
効
活
用

■
目
標
効
果
額

　

改
革
実
施
に
よ
る
目
標
効
果
額

は
、
平
成　

年
度
か
ら
平
成　

年
度

２２

２６

ま
で
の
累
計
で
約　

億
円
を
見
込

２１

ん
で
い
ま
す
。

■
改
革
の
推
進
体
制

　

庁
内
組
織
と
し
て
行
財
政
改
革

推
進
本
部
を
設
置
し
、
全
職
員
で
着

実
に
改
革
を
推
進
し
ま
す
。

　

ま
た
、
学
識
経
験
者
や
市
民
で
構

成
さ
れ
る
行
財
政
改
革
審
議
会
を

設
置
し
、
幅
広
い
視
野
を
持
っ
て
、

市
民
ニ
ー
ズ
や
社
会
情
勢
に
即
し

た
改
革
を
推
進
し
ま
す
。

　

第
２
次
行
財
政
改
革
大
綱
・
実
施

計
画
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

ttp

://w
w
w
.city

.ta
k
a
h
a
sh
i.o
k
a
y
a

m
a
.jp
/

）
の
「
市
の
デ
ー
タ
・
計
画

等
‐
計
画
資
料
」
か
ら
も
ご
覧
い
た

だ
け
ま
す
。

�

平成２１年度 市職員給与の削減状況

　行財政改革等を進める中で、平成２１年度の主

な人件費の削減実施状況についてお知らせします。

■問い合わせ　総務課職員係（��０２０５）

削減額：１億１０８万円（年間合計）一般職員

◆給料表の改定・官民格差是正 年間 ６０８万円

※平成１８年度から、平均５.０％の給料抑制（削減）を実
施。

◆各種手当の改定

�賞与（年間０.３５カ月削減） 年間 ８,０８０万円
※平成２１年度から、年間４.５カ月を年間４.１５カ月に。

�通勤手当 年間 ９００万円

�管理職手当（平均１０％削減） 年間 ５２０万円

【例】職員１人当たりの平均削減額（年間）
・職員平均　１４万５,２２９円
・部 長 級　２９万９,０００円
・課 長 級　２２万８,０００円

削減額：５３８万円（年間合計）特別職等

◆給料カット　
・市長２０％　・副市長１０％　・教育長７％

◆賞与　一般職員と同様に、年間０.３５カ月削減


